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Ⅰ　諸言

　様々な対策がなされたことにより交通事故の発生数は

順調に減少してきた．しかし、現在でも交通事故は市民

の安全を脅かす大きな要因であり、セーフティプロモー

ション（ＳＰ）活動における重要な課題であることは間違

いない。各自治体においても、ＧＩＳなどを用いた大規模

な対策や、交通事故統計の利用など様々な取り組み方が

なされている。たとえば、鎌ヶ谷モデルとして知られて

いる地方自治体向け交通事故半減モデル1-3）や十和田市

で過去10年間の交通事故死亡者の事故分析結果（平成9年

～平成18年)4）などがあげられる。

　このようなマクロなアプローチでは、事故の地区での

危険箇所アンケートやヒヤリハット手法などを用いた要

因分析などを用いている。これらの手法における危険箇

所とは事故発生数が多発する地点を意味しており、予防

とは事故発生数を減らすことを言う。しかし我々の周囲

にある「危険な場所」は必ずしも事故が頻繁に発生する

場所というわけではなく、事故が発生しそうな場所を意

味するのかもしれない。この｢危険な場所」は危険箇所か

らすり抜けているのではないだろうか。また、このよう

なマクロなアプローチからは取りこぼれている交通事故

の状況は他にもあるのではないだろうか。異なるアプ

ローチを取ったときに立ち現れる新たな様相もあるので

はないだろうか。

　本稿では、交通問題について地区住民のグループイン

タビューと参与観察によるアプローチを試みた。その結

果、交通“利用”の問題だけでなく、交通“事故”の問

題についても知見を得ることができた。

Ⅱ　研究方法

１．方法と期間

　2007年に聞き取り調査を行って取得したデータを元に、

2008年３月に地域住民に半構造化インタビューを実施し

た。インタビュー対象者の中には2007年の聞き取り調査
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対象者も含まれている。さらに、対象者らにフィードバッ

クを行い、３グループに分けてデータの補足と妥当性を

図るグループインタビューを実施した。先に行われた調

査で得られた意見についてどう思うか、実生活での様々

な場面を思い浮かべ、平常時と非常時（災害時等）の場

面を想定して、感じたことを述べてもらった。話し合わ

れた内容は、グループインタビュー後、参与観察者の記

憶をもとにできる限り忠実に参加者の発言を書き留めた

ものと、参加者の反応や話し合われているときの状況に

ついて承諾を得てビデオカメラに収め、それらの記録を

もとに内容分析を行った。

２．対象者

　Ａ市のＢ会構成員は、ボランティアや仕事で住民組織

に関わる機会も多く、経験の蓄積がある。例えば、過去

にＰＴＡ活動、町内会活動、作業所ボランティア、民生委

員、保健推進員、元公務員等のＡ市在住者や、職場がＡ

市にあり、ＳＰ活動に興味を抱いた介護施設職員、建築家、

薬剤師、農協職員等が関わっている。これらのメンバー

で聞き取り調査に協力した者と、転倒予防介入プログラ

ムを提供しているＣ自治会の住民に広報と回覧板で参加

および調査協力を促した。対象者は皆、ＡＤＬ（Activities 

of Daily Living日常生活動作）、ＩＡＤＬ（Instrumental 

Activity of Daily Living手段的日常生活動作）は自立して

いる。

３．介入地域の概要

　Ａ市は、国立公園や奥入瀬渓流、八甲田連峰などの豊

かな大自然に囲まれた日本屈指の観光地である。平成16

年度より、都道府県や市町村レベルでのＳＰの普及啓発活

動が保健所主導で行われ、ＳＰ/ＳＣに関心を寄せる市町村

の裾野を広げてきた。平成18年にはＡ市長がＳＰ/ＳＣ実施

を目指す意向を示し、「セーフコミュニティの実現を目指

すＢ会（以下、Ｂ会と略）」が結成された。

　今回介入したＡ市Ｃ地区では、三町内会（Ａ町内会：

250世帯中170世帯町内会加入。Ｂ町内会：125世帯中119

世帯町内会加入。Ｃ町内会：225世帯中50世帯町内会加入）

が合同で地域の会館を維持・管理している。

　平成15年度に、Ｃ地区において独居高齢者の孤独死が

あり、この出来事を重要視した有志（民生委員、保健協

力員、保健師・看護師退職者、食生活改善推進委員）ら

が先立ち、平成16年度より、地域の会館の有効活用をか

ねて、月１回地域住民がそこに集うようになった。

　この地域では、老人介護保健施設が住民からの要望に

より年に１回、健康講話を提供し、介護保険改正後より、

転倒予防を中心に介入プログラムを展開している。そこ

で、ＳＣ認証に欠かせない６つの指標のうち、プログラム

評価システムの条件を満たすため、地域住民の転倒転落

実態調査モデル地区にも選ばれている。住民参加者から

「是非、自分たちの活動を見に来てほしい」いう要望があ

り、効果的なプログラム作成のための評価のしくみづく

りに、積極的に取り組んでいる地域である。

４．介入地域の交通事故状況

　Ａ市で過去10年間に交通事故で亡くなった方の事故分

析結果（平成９年～平成18年）5）によると、合計83名の方

が死亡し、市町村別の平均死者数はＡ市6.3人である。月

別には、２、３、６、７、８、12月が多く、時間別では、

14時から20時が最も多い。曜日別では、土曜日、日曜日

が多い。

　年代別では、70歳以上の高齢者が30人（36％）である。傷

病者は20～60歳代に山がある。事故の原因は、酒酔い・

酒気帯びが16人（19.3％）、自転車対車両事故が10人

（12.1％）であった。

　一方、Ａ市の病院に平成17年度救急搬送された149件の

外傷データ2）によると、交通事故 51件（34.2％：その内

訳は、乗用車等乗員 23件、自転車 10件、オートバイ ８

件、歩行者 ８件、農業機械 １件、水上 １件）、転倒 38

件（25.5％：その内訳は、スリップ等平面 27件、氷・

雪 ５件、他人に支えられているとき ３件、スケート等 

３件）であった。そして、入院患者総数 3,781件のうち、

外傷入院者数（率）は266件（7.04％）である。

　外傷入院患者で最も多かったのは、落下（転倒）によ

るものが138件（3.65％）で、65歳以上の落下（転倒）

が 81件 、14歳以下の落下（転倒）は11件であった。次

いで、交通事故 67件（1.77％）で、65歳以上の交通事

故 ２件、14歳以下の交通事故 27件、歩行者の交通事故 

10であった。この中でも、救急による入院者の44.3％が

転倒・転落、34.2％が交通事故による外傷者であった。

　外傷死亡データを見る限りでは、自殺や誤飲・窒息に

よるものが上位を占めているが、外傷による医療費の占

める割合や頻度としては、交通事故や転倒・転落事故が

注目に値する。

　また、Ａ市において最近行われた調査によれば、Ｃ地

区が含まれている地域における受診外傷発生数は春期

（４月～６月）３件、夏期（７月～８月）１件、秋期（９

月から11月）１件、冬期（12月から３月）３件であった。

この地区の調査対象者数は122名である。冬期間が４ヶ月

と長く設定されていることを考えると、このデータから

冬期に外傷が発生しているとは言い難い。また、外傷原

因では交通事故が１件、歩行中の事故０件、転倒・転落

が３件、火災・火傷１件、暴力など１件、その他３件で
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あった6)。

５．倫理的配慮

　2008年３月に転倒予防事業を開催しているＣ自治会住

民を集め、安全な地域づくりに関するグループワークを

実施するにあたり、Ｂ会の基幹組織から研究の許可を得

たのち、対象集団が居住する地域を管轄する老人保健施

設に依頼し、口頭と書面にて調査協力者を募った。

　参与観察者である研究者の立場が、データ収集にあた

り、対象者の脅威となる危険性を最小限に抑えるため、

トレーニングした研究アシスタントを活用することで、

青森県立保健大学倫理委員会の承認を得て実施した。

Ⅲ　結果

　調査に協力した回答者19名は、すべて地域住民で、町

内会長、民生委員、保健推進員等も含まれる。年代は、

65歳未満10名、65～74歳は８名、75歳以上１名。性別は、男

性２名、女性17名であった。１グループあたり、６～７

名でグループインタビューを実施した。

１．2007年実施の聞き取り調査で得た意見

　①「公共交通機関が少ない」

　②「バスが少なく、徐々に縮小されてきている」

　③「買い物に行くにも車が必要」

　④「農村部での生活は近隣に商店や病院がないため、

外出には自動車が必要」

　⑤「運転のできない高齢者はタクシーを利用するしか

ない」

　⑥「砂利道でカートを押しづらい」

２．グループワークで深まった意見

　⑦「自転車と歩行者の事故が多くなっている」

　⑧「自転車を運転する側と歩行者の双方に意識の違い

がある」

　⑨「歩行者は、自転車が近づいても避けるそぶりも無

く、ぶつかりそうになった」

　⑩「自転車に乗ってもまっすぐ走れなくなった」

　⑪「自転車で（車道を）走っていると、ダンプカーの

タイヤに巻き込まれないかと心配になる」

　⑫「自転車で車道を走るのは怖い」

　⑬「縁石のせいで自転車が車道にはみ出てしまう」

　⑭「自転車で車道を走るとき縁石が危ない」

　これらの意見を分類すると、項目①②は直接的に、項

目③～⑤は間接的に『公共交通機関の弱体化による問題』

を示しているものと考えられる。項目⑦～⑨は『自転車

と歩行者に関する問題』の指摘である。⑩の「自転車に

乗ってもまっすぐ走れなくなった」は歩道の道路事情の

ためと解釈できる。⑪、⑫からは自転車が車道を走らざ

る得ないことが読み取れる。⑬、⑭の記述に照らせば⑩

～⑫も縁石の問題を述べている可能性が高いので、⑩～

⑭までは『自転車と縁石に関する問題』としてよいであ

ろう。Ａ市では冬期に降雪が多く、そのため歩道が雪に

埋もれてしまうことがある。これらの住民の声からは交

通手段を持たない高齢者が自転車を使用せざるを得ず、

さらには降雪のために車道を自転車で走るという危険な

姿が見えてくる。

Ⅳ　考察

　緒言では事故発生数の多い箇所と「危険な場所」、すな

わち危ないと思われている場所とは同一ではないと述べ

た。それは事実と認識との差異でもあるし、危ないと思

うことが注意深い行動を導き、実際には事故が発生しな

いということも（その逆も）あるだろう。これに対し、

事故発生数とヒヤリとした体験の発生数は密接な関連が

あると考えても良いように思われる。しかし、千葉県の

市川市･鎌ヶ谷市･白井市で実施されている交通事故半減

プロジェクトの結果である「表　モデル地区選定結果の

一覧表」7)によれば、事故の地区別の発生件数とヒヤリ体

験数にはあまり関連はない。つまり、事故多発地図、ヒ

ヤリ体験地図、危険な場所地図は互いに異なるかもしれ

ない。

　しかし、それだけではない。聞き取り調査で得られた

意見とグループワークで深まった意見を比較してみよう。

その違いは歴然である。前者では専ら公共交通機関の問

題が取り上げられ、後者では自転車の問題が取り上げら

れている。聞き取り調査では、自転車は交通の問題に含

まれていないと対象者は考えたのかもしれないし、自転

車の問題は自分固有の問題に過ぎないので話さなかった

のかもしれない。あるいは自転車の問題が明確に意識さ

れていなかったのかもしれない。グループインタビュー

では一人が口火を切ることにより、自転車の問題がテー

マとして共有されることとなった。調査の方法によって

このように結果に大きな差異が現れるということは重要

である。

　これらのことが示唆しているのは、「危険」という概念

は非常に一般的なものであるにもかかわらず、必ずしも

明確な共通認識が確立されているわけではないというこ

とではないだろうか。さらに、対象者が問題とするには

ふさわしくないと考えていたり、問題とさえも認識して
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いない場合が有り得ること、その場合にはこれらの問題

はアンケートなどでは掘り起こすことはできないという

可能性を示しているものと思われる。

　Ａ市で行われた調査5)では、Ｃ地区は冬期間に事故が多

いということもなく、交通事故が多いということもなく、

取り立てて特徴のある地区ではない。しかし、グループ

インタビューの結果からは、この地区における自家用車

を利用できない人々のおかれた交通状況が浮かび上がっ

ている。以下ではその検討を行う。

１．なぜ、高齢者は事故に遭いやすいのか

　対象者はすべて50歳代以上であり、その半数は65歳以

上である。通勤の手段として自転車を使うことは考えに

くいので、自転車の利用層を高齢者と見なしてもよいだ

ろう。

　『公共交通機関の弱体化による問題』によって最も被

害を受けるのは高齢者である。特に一人暮らしの高齢者

にとっては直ちに交通手段が奪われるといっても良いだ

ろう。交通手段が奪われた高齢者は危険が見込まれるよ

うな道路環境であっても自転車を利用せざるを得ない。

そしてそのことが高齢者の自転車事故の増加につながっ

て行く。こうして、本来は自転車の利用を控えるべき高

齢者であるにもかかわらず、自転車で通行するのに不適

当な危険な場所を通行している様子が浮かび上がってく

る。

　『自転車と歩行者の問題』からは自転車の歩道利用の

理解に問題があることが窺われる。子供は学校の安全教

育などで自転車の利用に関しては一定の理解があるが、

高齢者の場合にはそのような認識はないだろう。また、

積雪時には歩道が狭くなったり、通行不能という事態が

発生する。この場合には、歩行者も自転車も車道を通行

することになるため、「自転車と歩行者と自動車」の問題

になる。

２．事故が起こる環境要因の特定

　『自転車と縁石の問題』からは自転車の通行路の整備

が不十分であるだけでなく、高齢者が主要な交通手段と

して自転車を用いているという状況が行政側に把握され

ていないことが窺われる。当然ながら、雪の季節にはこ

の問題はさらに深刻となる。また、滑るということだけ

でなく、積み上げられた雪が道路の見通しを妨げるとい

う問題もある。

　公共交通機関に対するテコ入れというマクロな対策は

容易ではないが、限られた費用でも可能なミクロな対策

はある。自転車は自動車と異なりローカルな移動手段で

ある。従って、ローカル・ルールを定めることは可能で

ある。具体的にはＡ市独自に歩道利用のルールも包含す

る形で自転車利用のルールを定め、高齢者や主婦等の幅

広い対象への交通安全教育の実施など、各種普及活動を

展開することで自転車の運用ルールを定着することは可

能であろう。これはＳＰ活動にとって得意な展開と言える。

　また、自転車と縁石の問題については、高齢者が自転

車を主たる交通機関として利用していることを念頭にお

いて、危険箇所をチェックする必要がある。これもまた

ＳＰ活動を導入することによって大きな成果が得られる

ものと思われる。

３．「危険地域」の意味の差異

　居住地区における危険地域と一般的な危険地域とは必

ずしも同義ではない。居住地域という住民個々の顔が見

えるシチュエーションでは、危険地域とは「事故が起こ

る場所」というよりも「事故が起こりそうな場所」を意

味する。このような危険地域を調べるのには、マクロな

アプローチには明らかな限界がある。本来は予備調査で

しかない地域住民のグループインタビューを参与観察し

て初めて、見えてくる様相がある。

　調査に協力いただいた地域住民は、これからもこの地

域で、ここで示された課題と向き合いながら暮らしてい

く。今回話し合った内容は他の地域住民と共有され、似

通った生活背景や歴史の中で日々の営みが続けられるで

あろう。今回は同質な集団によるデータだったが、今後

は他地域に同様の手法を用い、それが普遍的に有効であ

るかどうかを探りたいと考えている。

　また、地域住民の中に深く入るほど、「地域」とは、簡

単に識別できる地図的な空間に依拠するというよりは、

むしろ友人や親戚等を基盤とした「地域」を構成してい

るのだという思いを強く抱いた。故にＳＰ/ＳＣの活動を通

して繋がった人々の感情が「バーチャルな地域」を形成

していくのではないだろうか。Morrow8）は、子どもたち

は、「学校、街の中心部や街頭、友人や親戚の家などを基

盤とした『バーチャル』な地域を構成している」と指摘

しているが、成人後期から老年期においても、今回のよ

うに共通の生活上の安全課題について話し合う機会を得

たことで、共感が生まれ、感情的なつながりをもつ地域

に、わずかながら移行したのではないだろうか。

　今後、筆者らが捉えたことと、Ｂ会員および住民が実

感していることを、可視化する取り組みが課題である。

Ⅴ　まとめ

　高齢者の主たる交通手段が自転車である可能性や、自

転車と歩行者の歩道使用ルールに乱れがあることについ
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ては、統計やアンケートなどによるマクロなアプローチ

で把握することは困難であるが、マーケティングなどで

盛んに用いられているグループインタビューの手法を導

入することで既存の方法からは見えてこない問題を浮き

上がらせることができたように思われる。フォーカスグ

ループインタビューにおける参与観察は大規模調査の予

備調査と位置づけられることが多い。しかし、地域単位

のフォーカスグループに対し、地域と無縁な参与観察者

が観察することで、地域に特徴的であるにも係わらずイ

ンタビューイ達さえもそれを認識していない問題をも浮

かび上がらせることができる。行政が行う組織的なアン

ケート等のマクロなアプローチとは対照的なミクロなア

プローチではあるが、そのミクロであるが故の有効性を

忘れてはならないだろう。
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